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　厚生労働省は，管理栄養士の資格付与に対してその内容を，授業では「管理栄養士

養成カリキュラム」を，試験については「管理栄養士国家試験出題基準（ガイドライ

ン）」を発表しています。ガイドラインは時代の流れに沿うべく，概ね４年に１回改

定がなされていますが，直近では 2019（平成 31）年３月に改定版が発表され，新し

いガイドラインに基づく試験は，第 34 回管理栄養士国家試験（2020 年）からの実施

となっています。この教科書は最新ガイドラインに沿って改訂されたものです。

　今回のガイドライン改定の最大の特徴は，総試験問題数は 200 問で従来どおりです

が，10 科目の出題数配分を大きく見直したことにあります。その変更によって，６つ

の科目から試験問題数が１～２題ずつ減じ，その分の試験問題数が 10 番目の科目で

ある応用試験に加えられ，応用試験問題は 20 問から 30 問に増加しました。

　この理由としては，いま管理栄養士の活躍する場が拡がり，様々な領域において栄

養管理の質の向上が求められていることが挙げられましょう。今後わが国は働き手の

減少が見込まれるなか，効果的・効率的なアプローチとして多職種連携が進んでおり，

管理栄養士の仕事においても，綜合的かつ論理的な提案が出来るか否かが鍵となって

きます。このために科目横断的な応用力をみるための試験問題が増加したといえます。

　この教科書はそうしたガイドラインに対応していることはもちろん，授業の進め方

にも配慮し，授業計画が作りやすいように章立てしております。また，わかりやすく，

興味が持てるように図表や写真を多用しました。管理栄養士・栄養士に是非知っても

らいたいことなどには特に留意し，制作の最終段階まで手を加えました。

　この教科書で学ぶ皆さんが，公衆衛生学という学問に興味を持てるようになれば，

筆者冥利に尽きます。

　　　2020 年 12 月

編著　中村 信也

ま え が き
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第 3 章

保健統計

１．保健統計の概要
公衆衛生は，健康の保持・増進と疾病や障害を予防し，人々ができる限り健康

な状態で寿命をまっとうすることを目標にしている。公衆衛生学は，そのための

科学的な理論や技術を追求する学問である。公衆衛生学を通じて上記の目標を達

成するためには，その過程でさまざまな数値データが基礎資料となる。たとえば，

人口，世帯数などの人口静態統計，出生，死亡などの人口動態統計，食中毒及び

感染症の発生状況，有訴者数・患者数などの受療状況，身長・体重などの体格，

表3‐1　主な基幹統計
統計名 概　　　　要

　日本に住んでいるすべての人を対象とするもっとも基本的な調査で，国内の人口
や世帯の実態を明らかにするため，５年に１回行われる。
　統計上の抽出方法に基づき選定された全国約９千世帯を対象に家計の収入や支
出，貯蓄・負債の状況等を毎月調査する。
　家計における消費，所得，資産および負債の実態を総合的に把握し，世帯の所得
分布および消費の水準，構造等を全国的および地域別に明らかにする。
　「時間のすごし方」，「余暇活動」の状況などの，国民の暮らしぶりを５年ごと
に調査し，高齢社会対策，少子化対策等の資料とする。
　学校に関する基本的事項を調査し，学校行政上の基礎資料を得る目的で行われ
る。学校数，在学者数，教職員数，学校経費，卒業後の進路状況等の調査。

　我が国の人口動態事象を把握し，人口及び厚生労働行政施策の基礎資料を得るこ
とを目的とする。
　医療施設の実態を明らかにし，医療施設の診療機能等を把握し，医療行政の基礎
資料を得ることを目的とする。
　病院及び診療所を利用する患者について，その傷病状況等の実態を明らかにし，
医療行政の基礎資料を得ることを目的とする。
　保健，医療，福祉，年金，所得等国民生活の基礎的事項を調査し，厚生労働行政
の企画及び運営に必要な基礎資料を得ることを目的とするものであり，昭和61年を
初年として３年ごとに大規模な調査を実施し，中間の各年は小規模な調査を実施す
ることとしている。

　牛乳及び乳製品の生産に関する実態を明らかにし，畜産行政の基礎資料を整備す
ることを目的とする。

　児童，生徒及び幼児の発育及び健康状態を明らかにし，学校保健行政上の基礎資
料を得る。

国勢統計総務省

家計統計

全国家計構造統計

社会生活基本統計

学校基本統計文部科学省

学校保健統計

人口動態統計厚生労働省

医療施設統計

患者統計

国民生活基礎統計

牛乳乳製品統計農林水産省

関連省庁
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また，医師・看護師などの医療関係者数，病院・診療所など医療施設数などの数

値データである。これらのデータは人間集団の健康問題に関する実態把握や仮説

の設定などに用いられる。

2009（平成21）年４月１日，統計法が全面的に改正され，施行された。本法律は，

公的機関が作成する統計を広く対象としている。行政機関が作成する重要な統計

を基幹統計といい，それには53の統計が指定されている（2019〈令和元〉年）。

公衆衛生関連の主な統計は表３‐１のとおりである。

２．人口静態統計

１）人口静態統計の概要
さまざまな保健統計の基本となる人口の実態把握は，国民の健康状態，地域や

職場の公衆衛生状態を知るうえでの基礎資料とされる。人口静態統計とは，ある

時点での人口，年齢別人口，労働力人口，配偶関係別人口，将来推計人口，都道

府県別人口などを表したものである。わが国ではこれらの統計は全国一斉に行わ

れる国勢調査によって明らかにされる。

国勢調査は1920（大正９）年から行われ，この第１回国勢調査

当時の人口は5,596万３千人である。国勢調査は以後５年ごとの10

月１日に行われており，2020（令和２）年の調査は21回目にあたる。

なお，西暦の末尾が0の年には大規模な調査が行われ，末尾が５の

年には簡易調査が行われる。本調査は国民全員が対象であり，日

本に３カ月以上常住している外国人も含まれる。その調査内容は，

世帯員に関する事項，世帯に関する事項などである。

２）人口の推移
1947（昭和22）年から49（昭和24）年は第一次ベビーブームとなり，出生数

は200万人を越えた。2019（令和元）年10月１日現在の日本の総人口は１億2,616

万７千人となり，1950（昭和25）年の人口の約1.5倍となっている。また，その

世代が結婚などにより出生力の高い年代となった1975（昭和50）年頃に第二次

ベビーブームがあった。わが国の人口のピークは2010（平成22）年の１億2,806

万人であり，その年を境に人口減少時代に入っている。

なお，０〜14歳を年少人口，15〜64歳を生産年齢人口，65歳以上を老年人

口といい，これらを総称して年齢３区分という。年齢３区分別人口を表３‐２に

示した。この年齢３区分別人口から計算される各種指数は次式で計算される。

年少人口指数＝（年少人口/生産年齢人口）×100

※先進国で低く，開発途上国で高い

老年人口指数＝（老年人口/生産年齢人口）×100

第１回国勢調査（1920年）の
記念絵はがき
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※先進国で高く，開発途上国で低い

従属人口指数＝｛（年少人口＋老年人口）/生産年齢人口｝×100
※先進国で高く，開発途上国で低い

老年化指数＝（老年人口/年少人口）×100

※先進国で高く，開発途上国で低い

３）人口ピラミッド
縦軸の中心に年齢，その左右にそれぞれ男性，女性の人口の年齢別人口を表し

た図を人口ピラミッドという。この形から，ピラミッド型（人口増加型），つり

鐘型（人口静止型），つぼ型（人口減少），さらに，星型（都市型），ひょうたん

型（農村型）に分けられる＊。この形によって，その国や地域の集団の人口構成

が把握できる。

2019（令和元）年のわが国の人口ピラミッドを図３‐１に示した。かつては

ピラミッド型であったが，わが国では1947〜1949（昭和22〜24）年生まれの

第一次ベビーブーマー（いわゆる団塊世代）を最高とし，1971〜1974（昭和46

〜49）年生まれの第二次ベビーブーマーを頂点とする変形のつぼ型である。団

塊の世代が2013（平成25）年から高齢者の仲間入りし，年金と介護保険の適用

となった。一方，それを支える64歳以下の者は減少していくので，年金･ 介護

保険の財政問題が逼迫しているのが人口ピラミッドよりうかがえる。

４）人口の高齢化と少子化
わが国の65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合（高齢化率）は1950

表3‐2　わが国の年齢3区分別人口と諸指標の推移

1950年
’60
’70
’80
’90
2000
’10
’11
’12
’13
’14
’15
’16
’17
’18
’19

83,200
93,419
103,720
117,060
123,611
126,926
128,057
127,799
127,515
127,298
127,083
127,110
126,933
126,706
126,443
126,167

29,478
28,067
24,823
27,507
22,486
18,472
16,803
16,705
16,547
16,390
16,233
15,864
15,780
15,592
15,415
15,210

49,658
60,002
71,566
78,835
85,904
86,220
81,032
81,342
80,175
79,010
77,850
75,918
76,562
75,962
75,451
75,072

総　数 年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

4,109
5,350
7,331
10,647
14,895
22,005
29,246
29,752
30,793
31,898
33,000
33,422
34,591
35,152
35,578
35,885

老年人口
（65歳以上） 総　数 年少人口

（0～14歳）
生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

年齢３区分別人口（千人）

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

35.4
30.0
23.9
23.5
18.2
14.6
13.2
13.1
13.0
12.9
12.8
12.7
12.4
12.3
12.2
12.1

59.7
64.2
69.0
67.4
69.7
68.1
63.8
63.6
62.9
62.1
61.3
60.6
60.3
60.0
59.7
59.5

4.9
5.7
7.1
9.1
12.1
17.4
23.0
23.3
24.1
25.1
26.0
26.7
27.3
27.7
28.1
28.4

年齢３区分別構成割合（％）

資料）総務省統計局「各年国勢調査報告」「人口推計　2019（令和元）年 10 月１日現在」 

＊人口ピラミッドの種類：

ピラミッド型
青少年が多いので，将来人
口増加が起こる。

つり鐘型
現状の人口を維持。

つぼ型
人口は次第に減少していく。
日本は典型的なつぼ型であ
り，健康保険，年金保険は
維持が困難となってゆく。
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（昭和25）年に4.9％であったが，2019（令和元）年には28.4％となった＊。国立

社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」によると

2065年の人口は8,808万人，年少人口（0〜14歳），生産年齢人口（15〜64 歳），

老年人口（65歳以上）の割合はそれぞれ，10.2％，51.4％，38.4％になると推測

65歳以上人口
生産年齢人口
年少人口（

65
歳
以
上
）

  

老
年
人
口

 

（
15
〜
64
歳
）

生
産
年
齢
人
口

（
0
〜
14
歳
）

  

年
少
人
口

45～48歳：
1971年～ 1974年の
第２次ベビーブーム

70～72歳：
1947年～ 1949年の
第１次ベビーブーム

73，74歳：
終戦前後における
出生減

80歳：
日中戦争の動員による
1938年～ 1939年の出生減

2019（令和元）年10月１日現在

53歳：1966年
（ひのえうま）の出生減

30歳：
1989年の合計特殊出生率
（1.57）が1966年（1.58）を
初めて下回った。

男 女

0歳

10

120 100 80 60 60 80 100 12040 4020 200 0

20

30

40

50

60

70

80

90

100歳
以上

（万人）

資料）総務省統計局「人口推計　2019（令和元）年10月１日現在」

図3‐1　わが国の人口ピラミッド

表３‐３　わが国の65歳以上の高齢者のいる世帯数
（単位：千世帯）

全世帯
数 率

総　数 全世帯に占める割合（％）
1989年
’ 92　
’ 95　
’ 98　

2001　
’ 04　
’ 07　
’ 10　
’ 13　
’ 16　
’ 19　

39,417
41,210
40,770
44,496
45,664
46,323
48,023
48,638
50,112
49,945
51,705

10,774
11,884
12,695
14,822
16,367
17,864
19,263
20,705
22,420
24,165
25,584

27.3
28.8
31.1
33.3
35.8
38.6
40.1
42.6
44.7
48.4
49.4

注）　1995年の数値は兵庫県を，2016年の数値は熊本県を除いたものである。
資料）厚生労働省「国民生活基礎調査（大規模調査年）」

＊高齢化率の推移は p.205
参照。
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している。

また，2019（令和元）年の厚生労働省「国民生活基礎調査」（大規模調査年）

による世帯数と65歳以上の者のいる世帯数の推移を表３‐３に示した。全世帯

総数はおよそ5,200万世帯で，そのうち65歳以上の高齢者のいる世帯数はおよそ

2,600万世帯であり，全世帯の49.4％を占めている。また，このうちの単独世帯が

28.8％，夫婦のみの世帯が32.3％である。

５）世界の人口
世界人口の推移と将来予測を図３‐２に示した。

世界の人口は国連の2019年の推計によると，1970年代に40億人を突破し，

2015年までに70億人を超えている。同様に国連によれば2050年には97億人，

2100年には109億人に達すると予測されている＊。

世界各国の年齢３区分別人口の割合などを図３‐３に示した。各国の年少人口

割合は日本は12.1％に対し，開発途上国では高く，パキスタンでは41.6％である。

老年人口の割合はヨーロッパ諸国が高くなっている。

＊世界人口が100億人を超
えると食糧維持が困難と危
惧される。

1950 ’55 ’60 ’65 ’70 ’75 ’80 ’85 ’90 ’95 2000 ’05 ’10 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’25 ’30 ’35 ’40 ’45 ’50

2,5362,536 3,0353,035 3,7003,700 4,4584,458
5,3275,327 6,1436,143 6,9576,957 7,4647,464 7,6317,631 7,7957,795 8,5488,548 9,1999,199 9,7359,73510,000

8,000
6,000
4,000
2,000
0

年

（百万人）

図3‐2　世界人口の推移と将来予測

世界の人口（推計人口）
世界の将来推計人口

※世界の人口は，各年 7月 1日現在の推計人口及び将来推計人口（中位推計値）。日本の人口は 10 月 1日現在の常住人口。
　2020 ～ 2050 年は国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口（中位推計値）より
資料）総務省統計局「世界の統計 2020」，「UN, World Population Prospects: The 2019 Revision」

00 1010 2020 3030 4040 5050 6060 7070 8080 9090 100100
日本（2019）

メキシコ（2018）

アメリカ合衆国（2018）

ブラジル（2018）

中国（2019）

インドネシア（2018）

フランス（2020）

ドイツ（2018）

ロシア（2016）

イギリス（2018）

パキスタン（2007）

（％）調査時点
12.1 59.5 28.4

26.5 66.2 7.2
18.6 65.4 16
21.3 69.4 9.2

16.8 70.6 12.6
25.1 68.6 6.3

17.8 61.7 20.5
13.5 65.1 21.4
17 69.1 13.9
18.1 63.6 18.3

41.6 55.1 3.3

図3‐3　３区分別人口の割合の国際比較

資料）総務省統計局「人口推計　2019（令和元）年 10 月 1日現在」
■ 年少人口（0～14歳）　　■ 生産年齢人口（15～64歳）　　■ 老年人口（65歳以上）
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２）糖尿病
糖尿病とは，すい臓からのインスリン分泌異常による糖代謝異常性疾患をいう。

糖尿病の統計を患者調査の受療率でみると，戦後経済成長とともに上昇傾向だ

資料）厚生労働省「平成29年患者調査」より作成　患者調査は３年に１回実施

’65
（S40）

’70
（S45）

’75
（S50）

’80
（S55）

’84
（S59）

’87
（S62）

’90
（H2）

’93
（H5）

’96
（H8）

’99
（H11）

’02
（H14）

’05
（H17）

’08
（H20）

’11
（H23）

’14
（H26）

’17
（H29）

250

200

150

100

50

0

人
口
10
万
人
対

外来受療率

入院受療率

図６‐10　糖尿病の受療率の推移

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上総数
資料）厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査報告」より作成

■ 男性
■ 女性

45
40
35
30
25
20
15
10
5
0

（％）

30.430.4

11.911.9

0.00.01.31.3
4.94.9
0.00.0

31.931.9

40.140.1

14.414.4
20.720.7

9.19.1

2.22.2

12.312.3

38.238.2

図６‐９　メタボリックシンドロームが強く疑われる者の割合

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上総数
資料）厚生労働省「令和元年国民健康・栄養調査」より作成

■ 男性
■ 女性

40

35

30

25

20

15

10

5

0

（％）

33.033.0

22.322.3
23.123.1

8.98.9

29.429.4

15.015.0

35.435.4

28.528.528.128.1 26.426.4

20.720.7
16.616.6

39.739.7 39.239.2

図６‐８　成人の年齢別肥満率
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が，1996（平成８）年をピークに横ばい状態を呈している（図６‐10）。1997（平

成９）年以降，初めて減少に転じた。また，糖尿病が強く疑われる者＊の割合を

年齢層別にみると，70歳代までは完全に年齢依存性がある（図６‐11）。男女差

が若干あり，男性の罹患率がやや高く，程度も高い。男性では50歳代から，女

性では60歳代から急増する。

３）脂質異常症
脂質異常症とは，脂質（lipids）が血中に過剰に存在している状態をいう。

脂質異常症の統計を示した（図６‐12）。脂質異常症が疑われる者＊＊は，全体

の23.4％に達していた。これを年代別で見ると，男女とも70歳代以上が最多となっ

ていた。

＊糖尿病が強く疑われる者
とは，「ヘモグロビン A1c 
の測定値があり，身体状況
調査票（７）（ｃ）及び（８）
に回答した者のうち，ヘモ
グロビン A1c（NGSP）の
値 が 6.5 ％ 以 上， ま た は，
身体状況調査票の（８－1）

『現在，糖尿病治療の有無』
に『１ 有』と回答した者」
をいう。

＊＊脂質異常症が疑われる者
とは，「HDL コレステロール
が40mg ／ dL未満，もしく
はコレステロールを下げる
薬または中性脂肪（トリグ
リセライド）を下げる薬を
服用している者」をいう。

30

25

20

15

10

5

0 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上総数
資料）厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査報告」より作成

■ 男性
■ 女性

（％）

19.719.7

1.61.6

17.817.8

25.325.3 26.426.4

10.710.7

19.619.6

5.95.9

2.82.82.62.6
0.00.0 0.00.0

10.810.8

6.16.1

図６‐11　糖尿病が強く疑われる者の割合

50

40

30

20

10

0
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上総数

■ 男性
■ 女性

（％）

資料）厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査報告」より作成

24.724.7

10.710.7 9.69.6

25.025.0
28.228.2

32.932.9

44.244.2

30.230.2

12.012.0

2.12.1
5.25.2

24.224.2

3.83.8
1.21.2

図６‐12　脂質異常症が疑われる者の割合
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異なっている（表７‐２）。

２）感染症類型
（１）１類感染症

感染力，罹患した場合の重篤性に基づく総合的な観点から見た危険性が極めて

高い感染症である。エボラ出血熱，クリミア・コンゴ出血熱，痘そう，ペスト，マー

ルブルグ病，ラッサ熱，南米出血熱の７種が分類されている。

（２）２類感染症
感染力，罹患した場合の重篤性に基づく総合的な観点から見た危険性が高い感

染症である。急性灰白髄炎，ジフテリア，重症急性呼吸器症候群（SARS），中

東呼吸器症候群（MERS），結核，鳥インフルエンザ（H5N1），鳥インフルエン

ザ（H7N9）の７種が分類されている。

表７‐２　感染症の種類（感染症法に基づく分類） 2020（令和２）年３月施行
感染症名等 性　　格

感
染
症
類
型

［１類感染症］
・エボラ出血熱　　・クリミア・コンゴ出血熱
・痘そう　　　　　・南米出血熱
・ペスト　　　　　・マールブルグ病　　　・ラッサ熱

　感染力，罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観
点からみた危険性が極めて高い感染症

［２類感染症］
・急性灰白髄炎　　・結核
・ジフテリア　　　・重症急性呼吸器症候群（SARS）
・鳥インフルエンザ（H5N1，H7N9）  ・中東呼吸器症候群（MERS）

　感染力，罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観
点からみた危険性が高い感染症

［３類感染症］
・コレラ　　　　　・細菌性赤痢　　・腸管出血性大腸菌感染症
・腸チフス　　　　・パラチフス

　感染力，罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観
点からみた危険性は高くないが，特定の職業への就業に
よって感染症の集団発生を起こし得る感染症

［４類感染症］
・Ｅ型肝炎　　　　・Ａ型肝炎　　　　・黄熱
・Ｑ熱　　　　　　・狂犬病　　　　　・炭疽
・鳥インフルエンザ（鳥インフルエンザ（H5N1，H7N9）を除く）
・ボツリヌス症　　・マラリア　　　　・野兎病
・ジカウイルス感染症　　　・その他の感染症（政令で規定）

　動物，飲食物等の物件を介して人に感染し，国民の健
康に影響を与えるおそれのある感染症（人から人への伝
染はない）

［５類感染症］
・�インフルエンザ（鳥インフルエンザおよび新型インフルエンザ等感

染症を除く）
・ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎およびＡ型肝炎を除く）
・クリプトスポリジウム症　　　　・後天性免疫不全症候群
・性器クラミジア感染症　　　　　・梅毒　　　　・麻しん
・メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症
・その他の感染症（省令で規定）

　国が感染症発生動向調査を行い，その結果等に基づい
て必要な情報を一般国民や医療関係者に提供・公開して
いくことによって，発生・拡大を防止すべき感染症

新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
等
感
染
症

・新型インフルエンザ
・再興型インフルエンザ

　新たに人から人に伝染する能力を有することとなったウイル
スを病原体とするインフルエンザ
　かつて，世界的規模で流行したインフルエンザであって，その
後流行することなく長期間が経過しているものが再興したもの
　両型ともに，全国的かつ休息なまん延により国民の生命・健
康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるもの

指
定

感
染
症

政令で１年間に限定して指定される感染症
・新型コロナウイルス感染症

　既知の感染症の中で上記１～３類，新型インフルエンザ
等感染症に分類されない感染症で１～３類に準じた対応
の必要が生じた感染症

新
感
染
症

［当初］
　都道府県知事が厚生労働大臣の技術的指導・助言を得て個別に応
急対応する感染症

　人から人に伝染すると認められる疾病であって，既知の
感染症と症状等が明らかに異なり，その伝染力，罹患した
場合の重篤度から判断した危険性が極めて高い感染症

［要件指定後］
　政令で症状等の要件指定をした後に１類感染症と同様の扱いをす
る感染症
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（３）３類感染症
感染力，罹患した場合の重篤性に基づく総合的な観点から見た危険性が高くな

いが，特定の職業への就業によって感染症の集団発生を起こしうる感染症。腸管

出血性大腸菌感染症，コレラ，細菌性赤痢，腸チフス，パラチフスの５種が分類

されている。

（４）４類感染症
動物，飲食物などの物件を介して人に感染し，国民の健康に影響を与える恐れ

のある感染症（ヒトからヒトへの伝染はない）。E型肝炎＊，A型肝炎，黄熱，Q熱，

狂犬病，鳥インフルエンザ（H5N1及びH7N9を除く），マラリアなど44の感染

症が分類されている。なお，中南米で流行が広がりをみせているジカウイルス感

染症について2016（平成28）年２月に厚生労働省は，４類感染症に指定した。

（５）５類感染症
国が感染症動向調査を行い，その結果に基づいて必要な情報を一般国民や医療

関係者に提供･公開していくことによって，発生・拡大を防止すべき感染症。

インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く），

アメーバー赤痢，ウイルス性肝炎（E型肝炎，A型肝炎を除く），クリプトスポ

リジウム症，後天性免疫不全症候群，カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症，

梅毒，麻しん，急性脳炎など22が分類されている。

（６）指定感染症
既知の感染症で１〜３類に分類されない感染症において１〜３類に準じた対応

の必要が生じた感染症。政令で一年間に限定して指定された感染症が該当する。

2020（令和２）年２月１日，新型コロナウイルス感染症が指定された。

（７）新感染症
ヒトからヒトに伝染すると認められる疾病であって，既に知られている感染性

の疾病とその病状または治療の結果が明らかに異なるもので，当該疾病にかかっ

た場合の病状の程度が重篤であり，かつ，当該疾病のまん延により国民の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがあると判断されたものである。

（８）新型インフルエンザ等感染症（表７‐２参照）

３．主要感染症
2019（令和元）年12月に中国湖北省武漢市において病原体不明の肺炎患者が

発生した。これは後に，新型コロナウイルスによる感染症と判明した。この新

型コロナウイルス感染症は，その後，世界各国で発生し，2020（令和２）年３

月11日にWHOはパンデミック（世界的大流行）を宣言した。同年９月30日現在，

世界の感染者数は約3,356万人，死亡者は100万人を超えた（表７‐６）。

WHOは2020年８月25日，ナイジェリアで野生株のポリオウイルス感染が終

息し，アフリカ大陸の根絶を宣言した。現在，感染が続くのはアフガニスタンと

＊最近，加熱不十分なジビエ
を食べてＥ型肝炎を発症し
た報告がある。ジビエとは，
イノシシやシカなどの野生
鳥獣肉のこと。
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